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研究成果の概要（和文）：　本研究は，法秩序の基礎に据えられるべき生身の個人=市民という視座に立脚し
て，グローバル化時代における憲法秩序について学際的作業を通じた再構築を目指す。現代社会において不可逆
的に進行しているグローバル化の中で，国際的・超国家的・地域的レベルへの国家権限の委譲，および非国家主
体による国家機能の補完がすすみ，主権国家の基本構造が強く揺さぶられている。国内法の立場から主権国家の
存立と諸活動を法的に規律する役割を担う憲法もまた，このような問題状況に直面し動揺している。そこで本研
究は，憲法理論の再構築のために，これまでの伝統的な法秩序観を前提にする各実定法分野相互間の役割分業を
克服することを通じて行う。

研究成果の概要（英文）：This study aims to reconstruct the constitutional order in the age of 
globalisation through interdisciplinary work from the perspective of the realistic individual 
citizen, who should be the basis of the legal order. The basic structure of the sovereign state is 
being strongly shaken by the irreversible progress of globalisation in contemporary society, with 
the delegation of state authority to the international, supranational and regional levels and the 
supplementation of state functions by non-state actors. Constitutional law, which from the 
standpoint of domestic law plays the role of legally regulating the existence and various activities
 of the sovereign state, is also facing such serious situations and is in turmoil. The present study
 is therefore aimed at reconstructing constitutional theory by overcoming the traditional division 
of labour between the various fields of law， which has been based on the traditional view of the 
legal order.

研究分野：公法学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　　　本研究は，憲法学としては，その方法的前提であった方法論的ナショナリズムを脱却し，統合志向のグロ
ーバル公法学の構築を企図しすることが重要であることが解明された。このように再構築された憲法学は，問題
意識を共有する他の法学領域の学問との対話と協働を進めていく必要があること，またそのことによってグロー
バル化の問題に同様に直面している他の法学領域の学問の新たな発展も期待することができることが明らかにな
った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究の学術的背景は，以下の通りである。17世紀にいわゆるウェストファリア体制が成立し，
国際公法が領域主権を享受する国民国家間の関係を規律し，それ以外の関係は国内法に委ねら
れる構造が定着した。そして，18 世紀末に国際法の基本的役割が国家間関係の調整に限定され
ることにより，国内法秩序が相互に排他的かつ独立の単位として通用するものとされた。こうし
て，国際的次元では水平的な法秩序観が普遍化し，法的正統性がまずもって主権国家の同意を通
して調達されることになった。このような規範的枠組の下，それぞれの国内法秩序において，憲
法を頂点とする各国別のピラミッド型ないし階層型の一元的法秩序観が支配的となり，定着す
る。それに伴って確立した人権観念は，全能的な存在と措定された国家権力に対して対抗的に主
張される消極的な自由権を中心に理解されるようになり，これが経済活動の自由も含む自由観
の基軸となる。その中核には，国家からの介入を排除した社会における個人の自由の最大化と市
場取引の円滑化を基軸とする秩序観があり，競争の自由及び(契約の自由を中心とした)私的自治
に基づく，個人の自己責任を前提とした様々な法制度が構築されてきた。その後，一定範囲で国
家の介入を前提とする社会権が保障されてきたが，基本的な国家構造を一部修正するにとどま
っており，あくまで自由権が中心にある。このような憲法秩序観を前提に各法分野が構築されて
きたが，その再検討が強く求められている，と考えたのである。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，分野横断的でかつ基本的問題意識・価値観を共有する研究者が，①グローバ
ル化社会について，憲法を頂点とする法秩序観の今日的意義・機能・限界に留意しつつ，相互に
緊密に関係しあっている専門法分野についての確固たる法現象の分析を行い，それを踏まえて，
②グローバル化時代における生身の個人=市民という視座に立脚した憲法秩序の再構築を目指
すことにある。 
本研究の学術的独自性と創造性は，種々様々な非国家的実体が法的アクターとして積極的に
活動するようになるに至った「グローバルな公共空間」(酒井啓亘=濱本正太郎=森肇志) におい
て，樹立すべき規範的秩序の土台に据える基本的視座として，生身の個人=市民の視座に据える
ところにある。主権国家という枠組の下で一定の自律的安定性を享受してきた階層型法秩序は
社会のグローバル化に伴って大きな裂け目を露見させている。また主権国家は，その歴史的実態
から見れば，必ずしも国内の諸利益に対して超然と公益を追求してきたわけではない。さらに今
日では，人権的諸価値を前提とする政策形成・実現過程は，従来の公私区分を超越して政策領域
ごとに機能分立してきており(政策レジームの重層化)，一元的階層的な思考に基づく規範的議論
の有効性の限界が露呈している。確かに，主権国家は今日なお形式的には「権限 -権限
(Kompetenz-Kompetenz)」を維持し続けているが，かかる形式性を確認してみても，現実的で
文脈に適した憲法上の規範的議論を導出することが困難となるに至っている。このような状況
の中で，一国単位での自律的個人=市民による自己統治を基本的フレームワークとしてきた憲法
理論の基本構造は強い衝撃を被っている。もちろん，このことは主権国家や憲法秩序の存在意義
の消失を全く意味しない。グローバル化時代において主権国家によってこそ担うことのできる
役割や機能を説得力をもって明らかにし，その遂行を憲法の名の下に規範的に要求するために
こそ，一見逆説的に映るが，主権国家もひとまず人間社会における団体の一つとして相対化した
上で，国境を超える立憲主義の発展も注視しつつ，分野横断的文脈的アプローチに基づく憲法秩
序の再構築が求められる。また本研究は，このような基本的視座の下，そこから本研究を以下の
諸課題に分節化して具体的に検討し，それを憲法の規範的秩序として統合させることを目指す。
すなわち，I 憲法秩序の基礎，II グローバルな公共空間の発展と憲法秩序，III グローバル化経
済と憲法秩序，の 3つである。その上で，日本国憲法の今後の展望に対する具体的示唆を汲み取
ることを目的とする。 I 憲法秩序の基礎 I-1 憲法秩序の基礎において，本質的に脆弱な存在た
る人間(M. Nussbaum)の保護を志向し，生身の個人=市民の視座を基礎に据えた場合のグローバ
ルな憲法秩序の編成原理の探究，およびその構造内部における国家主権観念をはじめとする国
家 (憲法)の位置づけをめぐる検討 I-2 立憲主義のグローバル化現象に伴う動態的憲法制定権力
観念の検討 II グローバルな公共空間の発展と憲法秩序 II-1 冷戦後の国連集団安全保障体制の
活性化や国際刑事裁判所の活動によって特徴づけられる国際秩序が，国家の主権性から導出さ
れる刑罰権国家独占原則や属地主義を大前提としていた憲法秩序の再構築にもたらす課題につ
いての検討 II-2 現代世界における法的アクターや法規範の多様化が憲法秩序に及ぼす影響とそ
の理論的把握 II-3 グローバルな公共空間の発展を踏まえた従来の民主的正統性に基づく統治構
造 像の再検討 III グローバル化経済と憲法秩序 III-1 グローバル化経済の下での国家の経済的
アクター化と主権国家像の再構築 III-2グローバル化経済の下での経済活動の規制のあり方の具
体的再検討 

 
３．研究の方法 

I-1に関しては，本研究では，基本観念に関する憲法学・国際法学間の相違のありようを特定



し，憲法秩序の再構築の手がかりを得ようとする。II-2については，法秩序の創設や重大な変更
を加える憲法改正行為を含めた憲法制定権力行使の場面においてグローバルなアクターの介入
が積極化している。今日の憲法制定権力論を再構築するためには，生身の個人=市民の観点から，
しかも国際規範との調和という視点を十分に考慮した上で，憲法秩序の創設から権力分立に基
づく権力行使のあり方までの憲法プロセス全体を，理論的に再定位する必要がある。 

I-1に関しては，テロ対策にみられるように，国民主権原理や罪刑法定主義や裁判を受ける権
利という人権にかかわる憲法上の要請との関連で，どのように対処していくべきかという課題
が生じる。II-2 に関しては，いわゆる「国際法と国内法との関係」，より個別的には「憲法と条
約」といった従来の伝統的論点の再検討が喫緊の課題となる。「グローバルな公共空間」におけ
る憲法秩序の再構築を構想するには，発展を続ける現代国際法秩序と憲法秩序との関係を曇り
なく視野に収め，法秩序相互の規範的・事実的影響の動態が的確に把握されなければならない。
本研究では，このような問題状況が最前線で顕在化している国際的人権保障の分野を取り上げ，
非国家主体を含む様々な法的アクターの活性化やハードローからソフトローに至る法規範の多
様化が進行する国連法やヨーロッパ法の具体的展開をふまえ，現代的な憲法秩序の再構築に奉
仕する国際法観念の更新とそれに基づく両秩序の関係性の理論的な再定式化を試みる。II-3 に
関しては，憲法秩序の再構築という文脈で，いかなる正統性原理に基づいて統治活動を正統化す
るか，が改めて問われる。 
III-1に関連しては，グローバル化現象は，なによりも経済生活において現出する。社会におい
て経済活動が越境的になるとすれば，そこで生じる諸問題に対しては，主権国家体制で想定され
ていたような各国別の対処は必ずしも有用ではない。しかし従来の日本憲法学の通説は，その効
力関係について，条約を法律に優位させながらも，日本国憲法を条約に優位させ，憲法解釈から
導出した憲法秩序の下で国家活動を統制してきた。そのため，従来の日本 憲法学の枠組みでは
このような越境的な人々の諸活動に対する国家的干渉を必ずしも適切に統制できない。そこで，
超国家的な経済秩序においてその一アクターとして活動する国家像を提示した上で，このよう
な国家のなす経済的干渉を統制する憲法的枠組みについてその理論的可能性も含めて検討する。
III-2 に関連して，国家は，もはや越境的な企業活動を従来の手法では実効的に規制できない。
国家は，契約に関するルールを国際領域で強制できず，契約自由をはじめとして，越境的な経済
活動を実効的に規制するには，国内法の域外適用及び普遍的管轄権の行使，条約締結による法統
一，緩やかな国家法の平準化，国家間の行政協力体制の構築のほか，ソフトローであるモデル規
範やガイドライン等を用いる方法や，国際的なモニタリング体制を構築する方法が試みられて
いる。ここでは，グローバル化の下での経済活動の規制のあり方について多角的に検討し，それ
を可能にする新たな憲法秩序構築の可能性が探究される。 
 
４．研究成果 
 Ⅰ憲法秩序との関連では，まず正統性という概念を基点として，近藤は，グローバル化した世
界における法秩序の望ましいあり方をめぐる指針を構想する研究に取り組んだ。グローバル化
を通じて一国家の政治的決定が国境を越えて影響を及ぼす場面が増加しているという事態を念
頭に，政治哲学者ロバート・グッディンの提示する「被利害影響原理」の議論を手がかりとして，
国家の活動に対する民主的正統性のあり方をめぐる問い直しの可能性が探究された。また，国家
にとどまらず様々な次元における制度がガバナンスに従事しているグローバルな法空間におい
てその基本原理を提供するものとされるグローバル立憲主義という着想を主題として，その構
成要素と一般的に理解される人権保障・法の支配・民主主義の諸原理について哲学的基礎づけを
探究するとともに，新しくもう一つの構成要素として適切な関係構築の原理を導入することを
試みた。加えて，法的推論という場面に着目し，またある法秩序の内部での法的決定における他
の法秩序との関係性を考慮に入れる方途を検討した。 
さらに，正統性という概念に関連して，興津はその概念分析を行った。公的・私的主体のガバ
ナンス作用について，正統性を問う意味と条件を，公法学のみならず法哲学・政治哲学の文献を
も参照しつつ理論的に探究した。正統性とは何かについて，権威の概念と対比しつつ分析を行っ
たうえで，意思説と利益説という二つの対抗的理論モデルを提示し，意思説の難点として裁量問
題，包摂問題，代表問題の 3つの問題が存在することを明らかにするとともに，利益説もなお課
題を抱えていることを指摘した。 
それに加えて，大野は，グローバル秩序の基礎的研究を行った。その研究においては，モーリ
ス・オーリウの制度論およびハンス・リンダールの秩序論を中心に検討し，一定の理念ないし観
点の下で諸アクターが活動し制度ないし秩序が動態的に維持されるという点に両者に共通性を
見出した。それによって，制度ないし秩序は国家の領域性を前提としないものとして，むしろ諸
国家をそのうちに含むものとして理解することができ，そのためグローバル化していく世界に
おいて国家のあり方を論じる有用な知見を提供することができることを明らかにした。 
山元は，＜法のグローバル化＞と立憲主義の変容を主題として，従来の日本における立憲主義
の比較研究における「一国立憲主義」思考とそれを支える「方法論的ナショナリズム」の問題性
を指摘した。そして今後の憲法学のあり方として，従来国際公法と国内公法たる憲法の二つに截
然と分断されてきた学問的営為を結合することを通じて，統合志向のグローバル公法学を模索
し，その上で，国内公法・人権論を分担する学問としての憲法学の成立可能性を真摯に追求する
べきであることを明らかにした。 



生身の個人=市民の視座を基礎に据えた法的原理の探求に関しては，小畑がグローバル化のな
かで，vulnerable な個人をサポートする役割が期待される人権条約の法を，さらに強化し，個
人を究極の受益者としつつ，さまざまなアクターが協働するプロセスとして捉え直す理論の構
築のための努力をつづけた。また，行き場を失う個人の問題を意識して，政治的参加や徴兵義務
の根拠としての国籍が同時に領域内居住権の根拠とされる状況が，どうして生じているのかを
明らかにしようとした。また，この関連で戦後日本の外国人法史の批判的分析を開始した。グロ
ーバル化の下で，必ずしも定住化に至らない越境移動が頻繁に生じ，その結果，曖昧な国籍状況
が必然的に生ずると捉えた上で，これまでの国際法・国内法的営為が，この問題に真に対処して
きたのか，を検討した。この文脈で，戦後日本の外国人法史において，実務のみならず理論が曖
昧な国籍状況を直視しない構造があったことを明らかにした。また，コロナ禍における人権侵害
について，フェミニスト・アプローチから構造的背景を明らかにし，それに対応する法的枠組み
の可能性を論じた。 
横山は，現在，国内外で様々な議論のあるジェンダー平等に注目し，グローバルな法秩序とロ
ーカルな法文化との関係に留意しつつこの問題をどのように扱うべきかについて研究を行った。
まず，前提として，女性の社会における役割はローカルな社会の法文化によって異なりうるとこ
ろ，性別役割分担をローカルな法文化の多様性と評価するのか，ジェンダー平等は普遍的な価値
であるとしてこれを否定的に評価するかが問題となる。この点については，個人の尊重がグロー
バルな価値である限り，個人が自らの生き方を実現することを阻害しないという意味で，ジェン
ダー平等の実現もまた普遍的な価値であると評価しうる。そのうえで，それぞれの法文化のなか
で，実質的なジェンダー平等が実現するためには，各人が自らその役割をジェンダーに捕らわれ
ずに選び取ったのかどうかが重要となる自他ともに，バイアスから解放された自らの自由意思
により選択したと評価することが十分に考えられる。以上より，各人が自由に社会における役割
を選択したといえるかどうかを評価するには，その判断の前提としてどのような内容のバイア
スがどの程度働いているかを知る必要があることがわかった。無意識のバイアスの存在を認識
し，これを適正に補正することは，実質的なジェンダー平等を実現するために重要であることは，
ローカルな法文化としての日本にもあてはまる。 
山元は，憲法制定権力論に関して，日本での議論の様相がまさにそうであるように，それぞれ
の国の政治史や憲法文化に深く刻印されているが，これからの比較憲法学はグローバルな地平
に立ち，それぞれの国々の置かれた状況について一定の相対化を試み憲法制定権力に対して真
正面から向き合う憲法学を追究するべきであることを明らかにした。 
また，この点にかかわる事例研究として，興津は，外国人選挙権に関して，選挙権が与えられ
る基礎と国籍との関係について，国民主権および地方自治の観点から検討した。また，それと対
をなす外国人の公務就任資格についても，最高裁判所の判例を批判的に検討し，最高裁が援用す
る国民主権は外国人の公務就任資格を制限する理由にはならないことを明らかにした。また，私
的主体への公法規範の適用に関する研究，ソーシャル・メディア・プラットフォームが表現活動
の場としてきわめて大きな意味をもっている現状において，古典的な公私の区分論がソーシャ
ル・メディアの規制に対してもつ意味を分析した。 
 
 II グローバルな公共空間の発展と憲法秩序との関連では，斎藤が生身の個人＝市民という視
座を基礎とする現代的な憲法秩序の再構築に貢献する国際法構想を探究し，一定の成果を得た。
具体的成果は，以下の通り国際法学体系総論の基軸にある法源論，法主体論，国内適用論の３つ
の基礎理論領域にわたって，それぞれ憲法学との接続を見据える再構築を試みた。 
 法源論に関しては，条約化するソフトローと条約化されにくいソフトロー（e.g.先住民族の権
利宣言）が織りなす国際人権法分野における法源論の動態的把握の重要性と国家中心主義の相
対化の必要性をあらためて打ち出した。さらに「トランスナショナル人権法源論」と国際法学上
の従来の法源論の接続を試みるために，多層的な人権条約規範論（「人権条約の法」における「規
範α・β論」）で存在論的に措定される人類共通規範の具象となる「国際人権章典(International 
Bill of Human Rights）あるいはその発展的存在としての「国際人権法大全(corpus juris of 
international human rights law)」を浮かび上がらせる再構築を試み，「国際人権法の動態的法
源論」として近年中の公表を見込むに至った。 
 法主体論に関しては，国際法の法主体性をめぐる議論をメタレベルで秩序構築の言説として
捉え直すことにより，国際法による秩序構築と憲法による秩序構築とを個人基底的に貫通して
把握する観点を示すとともに，主要人権条約機関から勧告されている日本の法曹に対する国際
法教育の意義を基礎理論による裏付けとともに明らかにした。 
 国内法適用論に関しては，従来の適用観念に随伴する国家中心主義および裁判中心主義を相
対化することにより，従来看過されてきた人種差別撤廃条約の定義規定の直接適用という人権
条約の実現にあたって重要な一場面を照射し，地裁判決の文言を通して，人権条約の国内司法機
関に対する責務と自己適用という現代の人権条約プロセスの核心的現象を再確認できた。さら
に，法源論・法主体論の再検討を総合するかたちで，「国際審級」概念にあらためて着目し，日
本の国際人権保障を再検討した。 
 山元は，一般論的な視角から国際人権と国内人権との架橋を志向して，「トランスナショナル
人権論」を展開し，その基礎には，選挙＝代表プロセスによって調達される国内議会の民主的正
統性論の構造的限界を直視して，グローバル法規範に対して開かれた現代立憲主義の見地から



「国法秩序」を再構築することを通じて，かかる正統化論の矯正を模索して，人権保障の水準を
向上させる必要があることを明らかにした。 
髙山は，複数の基本的人権に対するグローバルな調整を要する領域をとり上げた検討と，国内
の刑罰法規が基本的人権を制約しうる限界の検討とを行った。 
前者の領域として，①ヒト胚ゲノム編集に対する規制の国際的ガバナンスの必要性を明らか
にした。日本には，関連の刑罰法規がクローン法しかないが，諸外国はすでに優生主義やゲノム
編集に対する罰則を設けている。日本にも法規制の必要があるものの，一方で，病気の克服や家
族の形成を含む幸福追求権や研究・職業の自由，他方で，個人の尊重と差別禁止，そして将来の
国民への基本的人権の保障とをふまえた調整が不可欠となる。また，「抜け穴」の国が出ること
や，特定の宗教や経済的利益のみが支配することを防止するため，日本も国際的な議論に貢献す
べきである。②同じく国際的取組みを要する領域の例として文化財保護がある。ここでも，保全
の経済的負担を現地住民に一方的に押し付けないよう，財源と文化的価値の共有との両面で国
際的な協力と支援が必要である。③欧州人権裁判所等で争われる刑事制裁のあり方に関しては，
死刑，保安監置を含む長期の制裁や，経済的困窮を背景とする行為への刑事制裁の可否が問題と
なる。制裁の意義や効果は社会により異なるが，刑罰積極主義を追求して予防の点で逆効果とな
る罰則の投入は望ましくない。国際的には処罰の早期化や厳格化・広範化の潮流があるものの，
いわゆる共謀罪や過度に広範な性犯罪処罰には警鐘を鳴らすべきである。 
 グローバルな観点でこれらの領域を比較法的に検討すると，政策的効果を指向して非刑事的
措置が活用されている例と，刑事政策的に逆効果になっている例とがあり，日本の法政策の形成
にあたって諸外国を参考にする場合には注意を要することもあわせて明らかにした。 
須網は，各国の憲法秩序の変化を，特にヨーロッパを素材に検討し，EU加盟国であるポーラ
ンドを中心に検討した。ポーランドでは，2015年以降，憲法裁判所と政府との対立が深刻化し，
司法の独立に対する激しい干渉が行われ，法の支配の危機が発生している。しかし，ポーランド
では，この憲法上の危機が一国内で完結せず，EU及び欧州審議会・欧州人権裁判所との対立に
発展し，国内レベルとヨーロッパレベル双方の相互作用の中で，事態が推移し，全ての事項の基
礎として国家主権を絶対視し，国家主権からボトムアップで物事を説明する従来の憲法的発想
では把握できない事態が生じており，国家憲法の規律空間自体が変容している。また，ロシアの
ウクライナ侵略は憲法秩序にも影響を及ぼしている。ロシア・ウクライナ戦争の文脈で，日本が
ヨーロッパを始め G7諸国と立憲的価値の共有を常に語ることが示すように，一国的な憲法秩序
が純粋に貫徹し得るわけでもなく，そこでは，憲法秩序の基礎である立憲主義の世界的共有を前
提に，グローバル化に対応した憲法秩序の内容がさらに問われ，再構築されることになることを
明らかにした。 
次に，西谷が，家族関係の人権問題に着目し，子の奪取に関するハーグ条約を素材として比較
法的観点から考察を進めた。さらに，理論的観点から，国際私法における人権規範の遵守のあり
方と公序の関係について考察を進めた。特にグローバル化が進む中で，国際私法と人権規範の相
互関係について検討するために，グローバル法多元主義やグローバル立憲主義等の成果を取り
入れたうえで，理論的観点から多元的法秩序の整序のあり方について考察した。 
須網は，従来の民主的正統性に基づく統治構造像の再検討を司法権を中心に行い，日本の憲法
秩序の一端である司法制度の変化を，平成司法改革につき検討した。日本では，平成司法改革に
より，国内司法の再編成が試みられたものの，その試みは概ね失敗し，一国的な憲法秩序が強固
に維持されている。グローバル化時代と言っても，当該憲法秩序の置かれている政治社会的状況，
当該憲法秩序と地域又は国際秩序への組み込みの在り方・程度により，その憲法秩序への影響は
等質的ではないことを明らかにした。 
 
III グローバル化経済と憲法秩序に関しては，大野が日本の判例研究によって薬事法判決におい
て「商品流通」を語る余地があることを指摘し，憲法学と流通政策との接点を探った。第二に，
このような商品流通はグローバルに展開しており，そのようなサプライチェーン上での人権問
題が「ビジネスと人権」として論じられていることから，グローバル化した経済秩序と憲法学と
いうテーマで，従来の憲法学の観点と現代的な変容を踏まえて，企業に対してサプライチェーン
上の注意義務を課すことについて憲法学の観点から検討した。 
 また，西谷はこのテーマに関連して，先進国に本拠を置く多国籍企業がグローバル・サプライ
チェーン（バリューチェーン）を展開し，途上国において子会社や請負業者等を通じて事業活動
を行う中で，深刻な人権侵害や環境汚染を引き起こした場合に，親会社も責任を負うか否かにつ
いて，検討を進めた。 
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 ４．巻
小畑郁 31
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
人権条約とはどういう法か

国際法外交雑誌 37－59

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
小畑郁 119（2）
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
正統性の構造分析--行政国家の正統性を手がかりに（下）

法律時報 115-119

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
興津征雄 93(2)
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
正統性の構造分析--行政国家の正統性を手がかりに（上）

法律時報 105-110

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
興津征雄 93(1)
 １．著者名



2019年

2020年

2019年

2019年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
リスボン条約後の「EU法の優位」―加盟国憲法と国際協定との関係においてー

EU法研究 46-93

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
須網隆夫 6号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
投資仲裁と常設投資裁判所

法律時報 63-69

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
須網隆夫 91巻10号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
憲法裁判におけるアミカスキュリィの意義：フランスの場合

北大法学論集 96-113

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
山元　一 70巻5号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
グローバル化と憲法秩序

法学セミナー 12-17

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
山元　一 774号
 １．著者名



2020年

2019年

2019年

2019年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
デモスは国境を越える？ーーグローバル化の時代における国家の民主主義のあり方をめぐって

法学セミナー 18-22

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
近藤圭介 774号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
グローバル法多元主義と国際私法の現代的意義

法哲学年報 97-104

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
西谷祐子 2019年号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
グローバル化の中での本国法主義の変容と課題――国民国家のメンバーシップの位相

法学セミナー 40-45

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
西谷祐子 774号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
法の支配と弁護士―司法の独立の危機へのヨーロッパ弁護士の対応―

法社会学 98-110

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
須網隆夫 86
 １．著者名



2019年

2019年

2019年

2019年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
ヒト胚の遺伝子改変をめぐる国際的なルールメーキング

法学セミナー 33-39

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
高山佳奈子 774号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
国際人権と民主主義－－国際場裡における現象論を中心とした総論的考察

国際人権 41-45

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
小畑郁 30号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
国際法学におけるもうひとつの主体――国家を構成する個人として学ぶということ

法学セミナー 28-32

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
斎藤民徒 774号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
国際社会におけるソフトロー――規範の重要性と概念の有用性

法学セミナー 41-46

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
斎藤民徒 778号
 １．著者名



2019年

2019年

2019年

2019年

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
具体的人間観・社会法と人権論・憲法上の権利論

慶應法学 67-118

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

 ４．巻
大野悠介 43号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
【Etat／l'institution nationale】の制作・試論

法学政治学論究 37-71

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
大野悠介 121号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
在留外国人の地方選挙権について――最高裁平成7年2月28日判決と地方自治――

地方自治 2-30

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
興津征雄 857号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
グローバル化と国民主権――外国人選挙権をめぐって

法学セミナー 23-27

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
興津征雄 774号
 １．著者名



2020年

2020年

2021年

2021年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
オリンピック・パラリンピックから考えるスポーツと法　特別座談会（後編）

法学教室 50-58

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
興津征雄，早川吉尚，南野森 480
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
オリンピック・パラリンピックから考えるスポーツと法　特別座談会（前編）

法学教室 70-82

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
興津征雄，早川吉尚，南野森 489
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
スポーツ競技団体の裁量権と行政法的思考

法学教室 48-51

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
興津征雄 475
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
山本龍彦＝大野悠介

現代消費者法 51-55

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
プラットフォームと個人情報保護 46号
 １．著者名



2022年

2019年

2023年

2022年

オープンアクセスとしている（また、その予定である） －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Doping in Sport as a Criminal Offence in Japan

HED Matters 26-28

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
Kanako Takayama vol.5 issue 1
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
情報操作の刑事規制

文明と哲学 37-48

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
髙山佳奈子 15
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
法多元主義における法的推論の問題--「関係性」を視野に収めた理論をめぐる試論

法哲学年報 83-96

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
近藤圭介 2018
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
Global Vonstitutionalism and Legal Philosophy: Or, a Proposak for the Theory of the Four
Constitutionalist Elements

Japanese Yearbook of International Law 54-75

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
Keisuke Kondo vol.64
 １．著者名



2020年

2020年

2022年

2022年

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
行政主導の国際法の「変型」体制と「棲み分け」観念による国際法の形而上への捨象

法律時報 10-15

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
小畑郁 94(4)
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
信教の自由・宗教団体・市民社会秩序

消費者法研究 85-121

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
山元一 13号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
司法制度改革２０年と司法・憲法訴訟--「憲法研究」７号の企画によせて

憲法研究 7-29

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

 ４．巻
山元一 7号
 １．著者名

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

無

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
「成熟した市民社会」の立憲主義構想

法学セミナー 25－30

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
山元一 785
 １．著者名



2022年

〔学会発表〕　計28件（うち招待講演　10件／うち国際学会　21件）

2021年

2021年

2022年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

2021年9月28日ハーグ国際私法会議・アジア太平洋オフィス主催ウェビナー（国際学会）

International Society of Public Law（国際学会）

Regional Conference on Asian Script（国際学会）

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

Kaoru Obata

Kaoru Obata

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

オープンアクセスではない、又はオープンアクセスが困難 －

Synergy between the 1996 Child Protection and the 1980 Child Abduction Conventions

Remarks as a discussant

Pontential of a "Refugee Law" detached from Human Rights Values in East and Southeast Asia: In Light of the Post-WW2
Japanese Experience

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

Yuko Nishitani

なし

 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁

有

 オープンアクセス  国際共著

 ２．論文標題  ５．発行年
ロシアによるウクライナ侵略とヨーロッパ評議会・ヨーロッパ人権条約

人権判例報 3-7

 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無

 ４．巻
小畑郁 4
 １．著者名



2021年

2022年

2020年

2020年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

 ２．発表標題

Center for Asian Legal Exchange（国際学会）

Immigration Policy in Europe - Torn Between Demography, Values and War（国際学会）

憲法理論研究会

The IVR Japan International Workshop 2020

 ３．学会等名

 ３．学会等名

 ３．学会等名

Kaoru Obata

Kaoru Obata

大野悠介

Keisuke Kondo

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ４．発表年

 ３．学会等名

Comments: Japanese Measures for Admission of Ukrainans; In the Context of Japanese Immigration Law and Policy

「消費者」の二重性と国家

Standing on the Shoulders of Giants: Kelsen, Hart, and Global Legal Plurialism

Remarks as a discussant



2021年

2020年

2019年

2019年

 ２．発表標題

 ２．発表標題

The Academy of European Law (ERA)（招待講演）（国際学会）

第12回基礎法学総合シンポジウム「人・移動・帰属：変容するアイデンティティ」

 ３．学会等名

 ３．学会等名

日本法社会学会学術大会

8th Journal of Private International Law Conference 2019 in Munich（国際学会）

西谷祐子

 ２．発表標題

 １．発表者名

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

 １．発表者名

 ４．発表年

 ４．発表年

Yuko Nishitani

小畑郁

 ３．学会等名

Multiculturalism and Women in Conflict of Laws

Online Marriage and Divorce in Japan
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